
 

 

○  地方議会議員のみを対象とした旧地方議会議員年金制度の「復活」を求める

ものではない。一般の会社員、公務員と同様に既存の厚生年金へ地方議会議

員が加入できるようにするものである。 

 

○  旧地方議会議員年金は、市町村合併の急速な進展等により議員数が激減し

たため、同年金の財政が立ち行かなくなったことが原因で平成23年６月１日に

制度廃止となったものである。議員特権との批判を受け廃止となったものでは

ない。 

 

○  制度廃止法案の委員会採決に際し、衆、参両議院の総務委員会において、全

会一致により、「地方議会議員年金制度廃止後、概ね一年を目途として、地方

議会における人材確保の観点を踏まえた新たな年金制度について検討を行う」

旨の附帯決議が可決された。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

○  平成27年10月１日から「被用者年金一元化」となり、これまで厚生年金と共済

年金に分かれていた被用者の年金制度が厚生年金に統一された。 

地方議会議員についても首長、地方自治体職員と同様に一般の会社員と同じ

厚生年金に加入できるようにするものである。地方議会議員のみの特別な制度

を設けることを求めるものではない。 
 
 

■ 厚生年金への地方議会議員の加入について ■ 

法案審議における附帯決議 

 

「地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（抄） 
 

政府は次の諸点について十分配慮すべきである。（一・三 略） 

二 地方議会議員年金制度の廃止後、概ね一年程度を目途として、地方公共団体の長の取扱い等

を参考として、国民の政治参加や地方議会における人材確保の観点を踏まえた新たな年金制度

について検討を行うこと。また、検討に当たっては、地方議会議員の取扱いについての国民世論

に留意するとともに、公務員共済制度や厚生年金制度の対象者との制度面あるいは負担と給付

の面における均衡に十分配慮すること。 
 

＜平成２３.４.２８ 衆議院・総務委員会 平成２３.５.１９ 参議院・総務委員会＞ 



○ 厚生労働省発表の平成26年度末時点での公的年金加入者数約6,700万人の

うち、国民年金のみの加入者は約1,700万人であり、公的年金加入者の約75％

は厚生年金加入者とその被扶養配偶者である（別紙参照）。

○ 平成28年10月から、一定の短時間労働者に対する厚生年金の適用が拡大さ

れた。厚生年金の加入者の増加は、年金制度全体の安定に資することとなり、

政府として促進しているものである。

○ 一方、厚生年金に地方議会議員が加入した場合、都道府県、市区町村全体

で約200億円の新たな公費負担が生じるとの指摘がある。

しかし、これは会社、法人等と全く同様の制度による事業主負担であり、また、 

首長、自治体職員と同様に地方公務員共済組合を経由して厚生年金に加入す

るため、議員個人の掛金と同額を各自治体で負担するものであって、地方財政 

措置がなされるものと考えている。 

○ 平成２９年１２月２８日現在、全都道府県、市区町村１，７８８団体の内、１，０３５

団体（約60％）の議会において、厚生年金への地方議会議員の加入を求める意

見書が可決されている。

 厚生年金への地方議会議員の加入を求める意見書の可決状況 

（H29.12.28現在） 

○都道府県議会 ３１道県

○市区議会   ３２７市区   １，０３５団体 

○町村議会   ６７７町村 






